





















































































































る（同法律第 8 条、23条、30条）。なお、EC 第二指令の対象とされていた
のは株式会社であったが、その影響は他の会社形態にも後に及ぶこととな
り、1966年 7 月24日の法律において20,000フランとされた有限会社の最低資
本額は1984年 3 月 1 日の法律第84-148号により50,000フランに引き上げられ
























































































































































































































本金の 2 分の 1 未満となった場合には、取締役会または執行役会はその損失
を明らかにした計算書類の承認がなされてから 4 か月以内に会社の存続期間
満了前の解散を行う理由があるかを決議するための特別総会を招集しなけ















































して挙げられていたのは「資本金の 4 分の 3 の損失」であったが、1969年 1
月 6 日の法律第69-12号第 2 条は同条を改正し、「純資産（actif	net）が資本
























































また1953年 2 月25日の法律第53-148号及び1953年 9 月 3 日のデクレ第53-811
号により転換社債（obligations	convertibles）が導入されていたが、1966
年 7 月24日の法律においては株式による会社により発行される有価証券は株















































































































。株主の優先引受権が初めて法的に認められるのは1935年 8 月 8 日
























































































































20　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） フランス株式会社法における資本概念（二・完）（石川）　201
の額が会社の実態に即していないことに対する是正措置として理解される。























































毀院の立場は② Demenois 事件及び③ L’Amy 事件において明らかになる。
以下ではこれら二つの事件を取り上げる。
　② Demenois 事件
22　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） フランス株式会社法における資本概念（二・完）（石川）　223
　株式会社 Société	des	entreprises	Demenois	et	compagnie	（以下、	SEDEC






であった Demenois 氏は1988年10月に訴外 Chimie	de	la	Route 社に SEDEC
社株式を譲渡したが、その際に有効期間 5 年の買戻約束を行っていた。




















において英国の Kitty	Little	Group 社（以下、KLG 社という）による買収
を決めていた。KLG 社はロンドン証券取引所上場会社であり、アメリカの
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Benson	Eyecare	Corporation の子会社であった。1994年 7 月 4 日に L’Amy 社
の多数派株主、L’Amy 社の債権者である銀行13行及び KLG 社は L’Amy 社
の救済条件に関する合意（protocole）を締結し、この合意に基づき L’Amy




























　② Demenois 事件と③ L’Amy 事件の検討



































































































































【追記】　2015年 9 月10日のオルドナンス第2015-1127号により商法典 L.	














（Mortier（R.）,	Opérations sur le capital social,	LexisNexis,	2010,	no	16,	p.11）、
結果として株式会社の資本金に実質的な下限が設けられるという付随的な効果があ
ったと考えることができる。この点は、券面額に発行株式数を掛けた金額が資本金
額であるために可能となるのである。なお、株式の最低券面額は1988年 1 月 5 日の
法律第88-15号により廃止されるに至っている。
（114）フランスにおける有限会社はドイツ法の継受の結果である。構成員が有限責任
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であることは共通するが、有限会社と株式会社の違いは、①有限会社の持分には社
員間での自由譲渡性が認められるものの、社員でない第三者に対する譲渡には少な
くとも資本金の 4 分の 3 を代表する社員の承認が必要であること②株式会社と異な
り、商号に社員の氏名を用いることができること③株主が少なくとも 7 名必要な株
式会社に対し（上場会社の場合のみ。2015年 9 月の改正以前はすべての株式会社に





究（二）　フランス法を中心とする考察」法協69巻 3 号（1951）48頁。1925年 3 月
7 日の法律により 2 万5000フランとされた最低資本金額は、1938年 6 月14日のデク



















concerne	 la	constitution	de	 la	société	anonyme	ainsi	que	 le	maintien	et	 les	










consult_fr.pdf〔2015年 5 月 7 日閲覧〕）
（125）Communication	de	la	Commission	au	Conseil	et	au	Parlement	Européen,	
«Modernisation	du	droit	 des	 sociétés	 et	 renforcement	du	gouvernement	
d'entreprise	dans	 l'Union	européenne	 -	Un	plan	pour	avancer»,	21	mai	2003
（http://eur-lex.europa.eu/legal-content/FR/TXT/PDF/?uri=CELEX:52003DC
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no	507（http://www.assemblee-nationale.fr/12/pdf/projets/pl0507.pdf〔2015 年












zéro	ou	zéro	capital»,	 in	couret	（A.）	et	le nabasque	（H.）	（dir.）,	Quel avenir 
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（134）アメリカ法の資本金概念に関するフランスの論者による検討として、pasquier
（I.）,	Les	raisons de l’abandon du concept de capital social, gage des créanciers, 















«Legal	Capital:	An	Outdated	Concept?»,	European Business Organization 











（H.）	（dir.）,	Quel avenir pour le capital social ?,	Dalloz,	2004,	no	9,	p.6
（140）ただし、株式会社のうち一部の業態については業務内容に応じて異なる最低資
本金額が設定されている。例えば、保険会社については48万〜80万ユーロ（保険法
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典 R.322- 5 条）、銀行については100万〜500万ユーロ（通貨金融法典 L.511- 1 条）
と高額な最低資本金額が設けられているが、報道記者会社（société	de	rédacteurs	
















godon	（L.）,	La société par actions simplifiée,	LGDJ,	2014,	no	142,	p.110
（144）同手続に関する我が国の先行研究として、中村眞澄「会社債務にたいする取締






めに1935年 8 月 8 日のデクレ＝ロワ及び1940年11月16日の法律により会社指揮者が
会社債務の責任を負うとされたことが発端となった会社資産の不足に対する会社指
揮者の責任追及措置は、その適用範囲を次第に拡大し、1953年 8 月 9 日のデクレに
より有限会社にも及ぶことになり、さらに1967年 7 月13日の法律により見直された
後、1985年 1 月25日の法律により商法典旧 L.624- 3 条に規定されるに至った。し
かし、2005年 7 月26日の法律第2005-845号により名称変更がなされ商法典 L.651- 2













































て未来？　」企業と法創造 1 巻 3 号（2004）126頁。
（149）Cass.	civ.	13	nov.	1907,	Journ. soc.	1908,	p.348
（150）le cannu	（P.）,	«Les	rides	du	capital	social»,	in	couret （A.）	et	le nabasque	
（H.）	（dir.）,	Quel avenir pour le capital social ?,	Dalloz,	2004,	no	7,	p.5	;	mortier,	
op. cit.	（note	113）,	no	5,	p.3. フランスの資本の意義と機能について、小林量「ドイ
ツとフランスにおける資本制度」商事1601号（2001）32頁以下。










didier	（P.）,	«Le	capital	social	et	 la	protection	des	créanciers	sociaux»,	 in	Le 








り（thaller,	op. cit.	（note	90）,	p.194）、 抽 象 的 な 概 念（cantenot	（G.）,	De la 







不 動 産（immeuble	social）、 社 員 権（droits	sociaux） さ ら に は 特 許（droits	
de	propriété	intellectuelle）	 を含むものとし、	 債権者保護との関係を強調した	



























































（participation）の基準となるのは資本の保有割合であり（商法典 L.233- 1 条、
L.233- 2 条）、また商法典 L.233- 3 条第 1 項が最初に挙げているのは「株主総会に
おける議決権の過半数（majorité）を与える資本金の一定割合」の間接または直接
保有である。





















権株（ 1 ）（ 2 ・完）」関法19巻 1 ・ 2 ・ 3 号61頁、 4 ・ 5 ・ 6 号86頁（1970）、鳥
























»,	 in	degos	（J.-G.）	et	trébucq	（S.）	（dir.）,	L’entreprise, le chiffre et le droit. 























（185）V.	zein （T.）,	L’exclusion de l’associé,	LGDJ-Point	Delta,	2013








ことにより正当化されるとする見解が示された（du garreau de la méchenie,	op. 
cit.,	no	108,	p.111）。
（187）bougnoux （A.）,	J.-Cl.	Soc.	Fasc.	30-30,	Dissolution	des	sociétés,	no	68
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時の持株割合の維持に対する恒常的権利（droit	permanent）を付与する旨の株主
間合意がなされていたが、会社の自己資本が資本金額の 2 分の 1 を下回るに至り、
特別総会にてゼロ減資手続が決議されたため、株主の優先引受権の廃止及び新株発
行の第三者割当が決議されたことが株主間契約の違反に当たるとして投資家側が損
害賠償を求めて提訴した事案である。パリ商事裁判所（Trib.	com.	Paris,	10	janv.	
2013,	no	2010/090682）は投資家の請求を認めたため発起人らが控訴し、パリ控訴
院は株主間契約においていずれの株主も株式を保有しなくなったときに契約は終了
するという条件が定められ、同条件がゼロ減資時に充足されるとした発起人の主張
を受け入れず、株主間契約の違反があったとして10万ユーロの損害賠償の支払いを
命じた。）この事案はゼロ減資手続を構成する資本減少と資本増加の実現時点（資
本増加が決議されたときに資本減少が生じる）を明らかにした点が注目される。
（206）Cass.	com.,	25	janv.	2005,	No	02-18.269	（多数派の濫用を否定）;	Cass.	com.,	28	
févr.	2006,	JurisData	no	2006-032472（会社への資本注入が唯一の目的でないこと
を基礎に多数派の濫用を肯定）;	Trib.	com.,	Paris	20	juin	2006,	RJDA	3/2007,	no	
273（多数派の濫用を肯定）;	Cass.	com.,	15	juin	2010,	JurisData	no	2010-009410
（多数株主が少数株主の持株割合を稀薄化させることを目的としていないとして多
数派の濫用を否定）
（207）Rapport	au	Président	de	la	République	relatif	à	l’ordonnance	no	2015-1127	
du	10	septembre	2015	portant	réduction	du	nombre	minimal	d’actionnaires	
dans	les	sociétés	anonymes	non	cotées,	J.O.	no	0210	du	11	sept.	2015,	p.15890
